
４０時間

８時間（８時３０分～１７時１５分）

土・日曜日、祝日、年末年始

年次有給休暇、病気休暇、結婚休暇

産前産後休暇、子の看護休暇

忌引休暇、夏季休暇、ボランティア休暇

介護休暇（無給）など

育児休業（子が３歳になるまで。無給。）

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

休 日

休 暇

そ の 他

年次有給休暇平均取得日数

平成１９年

１１．５日

平成１８年

１２．７日

定 年 等

５９．２８カ月分

３０．５５カ月分

４１．３４カ月分

５９．２８カ月分

２，５７５万円

自己都合

５９．２８カ月分

２３．５カ月分

３３．５カ月分

４７．５カ月分

該当者なし

最高限度

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

１人当たりの平均支給額

対前年度比較

主な理由

業務量見直しによる減員

組織の見直しによる減員

組織の見直しによる減員

組織の見直しによる減員

組織の見直しによる減員

組織の見直しによる減員

国体推進室廃止による減員
組織見直しによる減員

東分署廃止による減員

総合病院増改築に伴う
医師・医療技師の増員

大館事務所廃止による減員

大館事務所廃止による減員

後期高齢者医療に係る増員

増減数
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職員数（人）

Ｈ２０年

７

１５３
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１２７
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２４

６３

４９８

１２４

１２５

２４９
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３０

１４

４４

５９４

１，３４１

Ｈ１９年

７

１５６

４４

１２９

４９

３８

２４

６４

５１１

１３６

１２９

２６５

５００

３６

１５

４０

５９１

１，３６７

Ｈ１８年

９

１６６

４３

１３２

４９

３８

２５

６４

５２６

１４３

１２６

２６９

４９６

３９

１５

４０

５９０

１，３８５

区分

議 会

総 務

税 務

民 生

衛 生

農林水産

商 工

土 木

小 計

教 育

消 防

小 計

病 院

水 道

下水道

その他

小 計

合 計
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別
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政
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公
営
企
業
等
会
計
部
門

計

１２９

１５

▲１１４

２２年度

６９０

２９

３

▲２６

２１年度

７１６

３７

３

▲３４

２０年度

７５０

２４

３

▲２１

１９年度

７７１

２５

３

▲２２

１８年度

７９３

１４

３

▲１１

１７（合併時）

８０４

区 分

４月１日職員数

前年度退職者数

当年度採用者数

対前年減員数

職員手当の月額

時間外勤務手当の状況

※１人当たりの平均支給額は、平成１９年度中のものです。

特殊勤務手当の状況

退職手当は、退職したときの給料の月額に、退職事由
及び勤続年数による支給割合を乗じた額が、市の加入
している秋田県市町村総合事務組合から支給されます。
なお、支給率は国と同じです。

（一般行政職・技能労務職）

※職員数には、医師、医療技師、看護師及び消防職員を含みません。
※（ ）書きは実績です。

区 分 内 容

扶養手当 配偶者 １３，０００円

扶養親族でない配偶者がいる場合の１人目 ６，５００円

（配偶者がいない場合、１人目は１１，０００円）

その他（１人に付き） ６，０００円

満１６歳から２２歳までの子の加算 ５，０００円

住居手当 借家の場合（家賃が１２，０００円を超える場合に限る）

家賃に応じて２７，０００円を限度に支給

自宅の場合 ２，５００円（取得後５年間）

通勤手当 （通勤距離が２km以上の職員に限る）

交通機関利用者 運賃相当額（限度額 ５５，０００円）

交通用具使用者 ２，２００円～２４，５００円（限度額）

支給総額 職員１人当たり支給年額

１億５，３６０万９，２５４円 １８万８，４７８円

・職員全体に占める支給対象職員の割合 ２６．３％

・支給対象職員１人当たり支給年額 ５４，６７８円

・手当の種類 賦課徴収手当、社会福祉手当など ２２種類

退職手当
平成２０年４月１日現在

平成２０年４月１日現在

平成１９年度決算

平成１９年度決算

（７４３）

（３３）

（４）

（▲２９）

（７７２）

（３１）

（７）

（▲２４）

（７９６）

（１５）

（７）

（▲８）

職員の勤務時間・勤務条件

行政サービスの質を低下させることなく効
率的な行政運営を行い、定員の適正化を推進
する計画です。具体的な施策は、施設管理業
務の委託化、職員の能力向上、業務内容の見
直し、組織機構の改善などにより、平成１８年
度から平成２２年度までの５年間で１１４人の減
員を目標としています。

定定員員適適正正化化計計画画をを進進めめてていいまますす

職員数の状況
各年４月１日現在

平成２０年４月１日現在

広報おおだて２００９．３�


